

















【Reference Review 62-1 号の研究動向・全分野から】
ASEAN 経済共同体：その形成過程、問題点と EU との比較
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ラルンプール宣言において ASEAN共同体が設立されることを正式に宣言、同年 12月 31日に ASEAN共
同体が発足した。
　AECは ASEAN共同体の中心であり、これについては昨年、多くの論文が発表されたが、なかでも、三

























西口清勝（2016a）「ASEAN共同体の成立と域内経済協力（その 1）」『立命館経済学』第 64巻第 4号 pp.154-160。
西口清勝（2016b）「ASEAN共同体の成立と域内経済協力（その 2）」『立命館経済学』第 64巻第 6号 pp.44-60。
日本経済新聞（2016.6.29）「英の EU離脱―ASEANの教訓に―」朝刊 9面。















では、現在起きている現象は東京一極集中ではなく、中核 4域 7県（東京圏 4都県、大阪府、愛知県、福
岡県）および 10数大都市への凝縮であるとした上で、東京都においても、他地域からの人口流入が生産
年齢人口の減少を補いきれなくなってきつつあることを明らかにしている。その上で、地方からの人口の
流出の最大の要因は、地方と中核 4域の所得格差であり、地方圏の一人当たり所得を引き上げること、地
域の比較優位を最大限活かして産業競争力を高めることの必要性を指摘している。それらの実現のための
プロセスとして、地域産業政策は産業・人口・雇用の全てを追求するのではなく、まずは少ない人口で高
い生産性を実現し、その後時間をかけて雇用が増えるプロセスが重視されなければならないと主張してい
る。
　木村元子「地域産業政策における地方自治体の役割に関する一考察」（『政経論叢』第 84巻第 5･6号）
においては、国によって主導される地域産業政策は産業基盤の底上げには貢献した反面、国が選定する競
争力向上に望ましい産業分野が、地域の自然環境や社会風土にふさわしいという考えは希薄であった点を
指摘している。その上で、産業政策が奏功している事例として東京都墨田区を紹介しつつ、政策の主体と
して、地域の諸条件を知悉する基礎自治体の役割の重要性を指摘している。
